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総事業費

実績 実績

実績 - 実績 158

千円

事務事業評価シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅴ 施設の管理・運営 １次評価のみ対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称

事業名 1176 駐車場事業
会計 07 駐車場事業特別会計

款 01 駐車場事業費

基本施策 66 文化・スポーツ施設などの公共施設を利用しやすくする
項 01 駐車場事業費

目 01 駐車場事業費

施　策 1 公共施設の利便性向上
細目 101 駐車場事業費

細々目 01 駐車場事業費

基 本 計 画 該 当 頁 208
担当部課

コード 10100 評価者
氏　名

岡部隆次 連絡先
22 - 9610

行革大綱の重点事項番号 名称 総務部総務課 (内線) 2310

事業の計画・内容

事
業
目
的

対象等（何が、誰が） 成果（どうなるのか）

市民、観光客 市街地における円滑な道路交通の確保及びJR駅利用者の利便性の向上、並びに都市公園の効用を
高めることができる。

（※対象件数 ）

開始年度 平成 18 年度 関連事業

終了

本
年
度
事
業
内
容

地方自治法244条の2、伊賀市公の施設に年度 平成 年度 根拠法令・要綱等

1.施設の経常経費の管理　 2.施設の指定管理者との施設管理の調整　3.施設の営繕　4.駐車
場用地の借り上げ

※管理駐車場・・・・・市庁舎駐車場、白鳳門駐車場、上野公園駐車場、東大手門駐車場、だん
じり会館駐車場、城北駐車場、伊賀上野駅駐車場、佐那具駅駐車場、新堂駅駐車場、柘植駅
駐車場、島ヶ原駐車場

係る指

状
況
変
化
等

定管理者の指定手続等に関する条例、伊賀市駐車場条例

市民等が安心して利用できる駐車場として、受託者を指導すると共に新たな駐車場の確保又は、
駐車場不足を解消するため、観光シーズンには平日、庁舎駐車場(東大手門駐車場)を一時的に
開放する必要がある。

整備内容 事業実績

活動指標 単位
1 建設用地 実績値 目標値

2 建設面積（延床面積）

駐車場利用台数 台

H17 H18 H19

108500

H20

110000
3 規模・構造 目標 ― 目標 104000

駐車場管理業務委託料(駐車場指定管理料) 円

実績 104102 実績 106900

26780 26780
目標 ― 目標 29700

運営体制

千円

実績 27293 実績 26620
運営主体 目標 ― 目標

　委託先 （ (社)伊賀市シルバー人材センター ）

千円

実績 実績

2 配置（予定）人員 0.5 人 目標 ― 目標

3
4 市内の類似施設
年間運営費 千円57,620

千円

実績 実績

目標 ― 目標

評価指標

事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位
実績値 目標値

駐車台数回転率(駐車台数／駐車可能台 各駐車場の利用形態が違うので駐車台数回転率を指標とすることは問
％

H17 H18 H19

0.35

H20

0.36
目標 目標 0.34

数)

月極利用台数

題はあるが、成果を測るため必要とする。(平面駐車台数　852台)

JR駅利用者の利便性の向上を図る指標として月極利用台数とする。 台

実績 0.33 実績 0.34

173 190
目標 - 目標 158

評価
評価項目

必要性

ポイント

4

評価項目についてのコメント

公的な駐車場としてJR駅利用者の利便性の向上、並びに都市公園の効用等を高めるため必要である。

有効性 4 観光地及び官公庁周辺の駐車場であるので、市歳入の確保及び利用者利便性の向上のため適正な施設の維持管理に努めている。

達成度 4 目標どおり達成できた。

効率性 4 民間に委託した結果、現在の指定管理料が業務内容に見合った適正な額と判断できるので削減は難しい。

総合評価 事業の方向性 改善についての取り組み

A 現状維持
駐車場事業の収益を維持するとともに管理委託の長所を最大限に生かし、利用者のニーズ応え、身体障害者駐車区画の設置及び駐車場確保のために現駐車場を駐
車状況に応じ開放を促進すべきである。

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７年度 決算内容 平成１８年度 決算内容 平成１９年度 計画内容 平成２０年度 計画内容
事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額

委託
　 (千円) 　 (千円) 　 (千円) 　 (千円)

委託料 26,642 委託料 28,433 委託料 28,798 委託料 28,798
繰出金 28,392 繰出金 24,561 繰出金 22,568 繰出金 22,500

工事

使用料及び賃借料 1,821 使用料及び賃借料 1,707 使用料及び賃借料 1,709 使用料及び賃借料 1,700
その他 2,913 その他 2,919 公課費 2,000 公課費 2,000

工事請負費 1,000 工事請負費 1,000
その他 1,371 その他 1,370

進捗率
(％) 事業費計(A) 　 Σ 59,768 事業費計(A) 　 Σ 57,620 事業費計(A) 　 Σ 57,446 事業費計(A) 　 Σ 57,368

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 63,368 61,220 61,046 60,968

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 59,768 57,620 57,446 57,368

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他 59,768 57,620 57,346 57,268
一 般 財 源 0 0 100 100
計 59,768 57,620 57,446 57,368

備
考

特定財源の名称・補助基本額・率
地方債の区分と充当率等

民間委託等指定管理直営
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